特定中小企業の認定申請について

伊賀市では市内に本社所在地がある事業者に対して、中小企業信用保険法第２条第５項第５号（イ）（①～⑥）に基づく特定中小企業の認定を行なっています。

　認定には次の要件が必要です。

●認定の要件

１．伊賀市内に本社が所在する中小企業者であること。

【法　　人】本社又は本社機能（事業実態）が市内にある

　　【個人営業】事業実態が市内にある
２．指定業種に属する事業の売上高等の減少等によって、経営の安定に支障が生じている中小企業者であること。

　　※指定業種・・業況の悪化している業種で日本標準産業分類（平成25年10月改定版）

　　　　　　　　　　の細分類に基づいて指定された業種

３．最近３ヶ月間の売上高等が前年同期３ヶ月の売上高等に比べて５％以上減少していること。
　　※下記の認定要件①～③（④～⑥）のいずれかに該当していれば、申請できます。
【認定要件①】

　　＊１つの指定業種に属する事業のみを行っている、又は兼業者であって、行っている事業が全て指定業種に属し、企業全体の売上高等が５％以上減少している。
　　※コロナウイルス感染症に起因する場合、認定要件④でも申請が可能。
【認定要件②】

＊兼業者であって、主たる業種が指定業種に該当し、主たる業種に係る売上高等が５％以上減少しており、かつ、企業全体に係る売上高等が５％以上減少している。
　　※コロナウイルス感染症に起因する場合、認定要件⑤でも申請が可能。
【認定要件③】

＊兼業者であって、１以上の指定業種（主たる業種かどうかを問わない）に属する事業を行っており、指定業種の売上高等の減少が企業全体の売上高等に相当程度の影響を与えている。

※以下の①～③のいずれも満たすこと。

　　　①指定業種の最近３ヶ月売上高等が前年同期比で減少している

　　　②企業全体の最近３ヶ月の前年同期の売上高等に対する、①の減少額等の割合が５％以上である
　　　③企業全体の最近３ヶ月の売上高等が前年同期比で５％以上減少している
　　※コロナウイルス感染症に起因する場合、認定要件⑥でも申請が可能。
※主たる業種・・最近１年間の売上高等が最も大きい事業
認定申請には次の書類を提出してください。

●持参するもの

１．認定申請書・・1通　　※認定要件によって様式が異なります

　　　認定要件①：(イ)－①様式　　　認定要件④：(イ)－④様式
　　　認定要件②：(イ)－②様式　　　認定要件⑤：(イ)－⑤様式
　　　認定要件③：(イ)－③様式　　　認定要件⑥：(イ)－⑥様式
２．申告書・・・・１通　(市備付の様式　※認定要件によって様式が異なります）
　　　認定要件①：申告書(イ)－①様式　　　認定要件④：申告書(イ)－④様式
　　　認定要件②：申告書(イ)－②様式　　　認定要件⑤：申告書(イ)－⑤様式
　　　認定要件③：申告書(イ)－③様式　　　認定要件⑥：申告書(イ)－⑥様式
３．申請日から起算して最近３ヶ月の売上がわかる書類（月別試算表、帳簿など）
※認定要件④・⑤・⑥の場合、最近１か月間の売上がわかる書類　

（残りの２ヶ月間分は見込みで良い）

４．前年同期３ヶ月の売上がわかる書類（月別試算表、帳簿など）
５．最近１年間の事業の業種別売上高が確認できる書類（直近の決算書、年間試算表など）

６．法人・・・・履歴事項全部証明書

個人営業・・営業届証明書、営業許可証など

７．印鑑証明書

８．代理人選任届（本人または会社関係者以外が申請書を持参する場合）
※その他、それぞれの認定申請書に記載された指定業種に属する事業を営んでいることが疎明できる資料（取り扱っている製品・サービス等を疎明できる書類など）
１、２、８は伊賀市ホームページよりダウンロードが可能です。

３～７は申請者がご準備ください。

○法人の方の履歴事項全部証明書・印鑑証明書は津地方法務局伊賀支局（伊賀市服部町３丁目117-1）

で取得してください。

○個人営業の方の営業届証明書は市役所本庁収税課・各支所住民福祉課で、印鑑証明書は市役所本庁住民課・各支所住民福祉課で発行しています。
＜注意＞

融資を受ける場合は、この認定だけでなく、信用保証協会や金融機関等の審査がありますのでご了承ください。

詳しくは、伊賀市産業振興部商工労働課までお問い合わせ下さい。
〒５１８－８５０１　伊賀市四十九町３１８４番地　　
電話：０５９５－２２－９６６９　FAX　:０５９５－２２－９６９５
